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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期
第３四半期
連結累計期間

第60期
第３四半期
連結累計期間

第59期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高（百万円） 51,192 53,075 66,991

経常利益（百万円） 4,654 3,910 4,262

四半期（当期）純利益（百万円） 2,556 2,318 1,887

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
2,637 2,459 2,489

純資産額（百万円） 24,934 26,650 24,781

総資産額（百万円） 54,936 55,797 56,325

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
67.10 60.91 49.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 45.3 47.6 43.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
4,361 4,337 2,745

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△890 △1,033 △769

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△4,482 △2,943 △2,982

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
7,171 7,537 7,176

　

回次
第59期
第３四半期
連結会計期間

第60期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額(円) 37.05 40.28

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　      ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３　「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式がないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、震災復興需要による緩やかな景気回復の兆しが見られたも

のの、欧州経済の不振や中国をはじめとする新興国の成長鈍化、長期化する円高懸念などを背景に先行き不透明な状

況で推移いたしました。

当社グループを取り巻く市場環境も不安定な雇用環境や消費税増税が見込まれることによる消費者の生活防衛意

識の高まりから、より低価格志向が強まるとともに、企業間では熾烈な販売競争が繰り広げられ、さらに流通業界に

おける再編が加速するなど、依然として厳しい状況が続きました。

このような経営環境の下、当社グループにおきましては、当期の経営課題である「既存カテゴリーのシェアアッ

プ」「新価値提案力のさらなるアップ」を中心とした各施策に取り組んでまいりました。

「既存カテゴリーのシェアアップ」につきましては、お茶づけ・ふりかけ類において、当社の基幹商品である「お

茶づけ海苔」が発売60周年を迎え、炊飯専用土鍋を景品とする消費者キャンペーンを実施し、お茶づけ市場の活性化

を図ってまいりました。

スープ類においては、みそ汁カテゴリーの基幹商品である「生みそタイプあさげ」シリーズが順調に売上を獲得

いたしました。加えて、今秋に発売したフリーズドライ製法のブロックタイプ即席みそ汁「味噌汁庵」やメニューが

選べる大容量タイプ「永谷園の24食のおみそ汁」により、同カテゴリーのシェアアップに努めてまいりました。

「新価値提案力のさらなるアップ」につきましては、平成24年２月に「時間や手間をかけずにメインのお肉料理

が簡単にできる」というコンセプトで発売した「お肉マジック」シリーズが、消費者の支持を受けて順調に売上を

伸ばし、日本食糧新聞社の平成24年度食品ヒット大賞にて「優秀ヒット賞」を受賞いたしました。加えて、「１杯で

しじみ70個分のちから」シリーズに続く機能性みそ汁である「脂っぽい料理に 黒豆のちからみそ汁」が堅調に売

上を獲得いたしました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高530億75百万円（前年同期比3.7％増）、営業利益38億26

百万円（同16.3％減）、経常利益39億10百万円（同16.0％減）、四半期純利益23億18百万円（同9.3％減）となりま

した。当第３四半期連結累計期間の売上高・利益における前年同期との差異につきましては、前年の業績が東日本大

震災の影響によるものであり、当期の業績については、概ね当初計画の範囲内で推移しております。

なお、当社グループは食料品事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省略しております。

(2)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動による現金及び現金同等物（以下「資金」

という。）の増加額が、投資活動及び財務活動による資金の減少額を上回ったことにより、３億60百万円増加し、当

第３四半期連結会計期間末の資金残高は、75億37百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　当第３四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加額は43億37百万円（前第３四半期連結累計期間

は43億61百万円の増加）となりました。これは主に、法人税等の支払いがあったものの、税金等調整前四半期純利

益及び減価償却費の計上により資金が増加したことによるものです。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　当第３四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少額は10億33百万円（前第３四半期連結累計期間

は８億90百万円の減少）となりました。これは主に、有形及び無形固定資産の取得による支出があったことによ

るものです。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　当第３四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少額は29億43百万円（前第３四半期連結累計期間

は44億82百万円の減少）となりました。これは主に、短期借入金及び長期借入金の返済並びに配当金の支払いに

よるものです。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

1）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に

応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グルー

プの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情

報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、必

要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行なう必要があると考えております。

2）基本方針の実現に資する取組みについて

創業以来、当社及び当社グループは創意と工夫で他にはない優れた価値を持つ商品やサービスをお客様にお届

けしようと努力してまいりました。その結果、今日の「永谷園ブランド」の地位があります。そして、「永谷園ブラ

ンド」を支持してくださるお客様の期待に応えるためにも、当社及び当社グループは常に新しい価値を提供し続

けてまいります。そのために、これまでの取組みをいっそう強化するとともに、当社グループならではの新商品の

投入により市場における「永谷園ブランド」の提供及び価値の向上にチャレンジしてまいります。

これらの課題を着実に実行することで、当社及び当社グループの持つ経営資源を有効に活用するとともに、様々

なステークホルダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社及び当社グループの企業価値、ひいては株主共同の利

益の向上に資することができると考えております。

3）当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）の内容（基本方針に照らして

不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み）

本プランの概要につきましては、以下のとおりです。なお、本プランの詳細につきましては、当社ホームページに

掲載されている平成23年５月13日付「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続につい

て」をご参照ください。

(当社ホームページ：http://www.nagatanien.co.jp/ir/library_brief_note.html)

(1) 本プランに係る手続き

① 対象となる大規模買付等

本プランは当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社取締役会が承認したものを除きます。

係る行為を、以下「大規模買付等」といいます。）がなされる場合を適用対象といたします。大規模買付等を行な

い、又は行なおうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、予め本プランに定められる手続きに従わなけれ

ばならないものといたします。

② 「意向表明書」の当社への事前提出

買付者等におきましては、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模買付等

に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明書」といいま

す。）を当社の定める書式により日本語で提出していただきます。
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③ 「本必要情報」の提供

上記②の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、当社に対して、大規模買付等

に対する株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）を日本語で提供

していただきます。

ただし、買付者等からの情報提供の迅速化と、当社取締役会で延々と情報提供を求めて情報提供期間を引き延

ばす等の恣意的な運用を避ける観点から、この情報提供期間の上限を「意向表明書」受領から最大で60日間に限

定し、仮に本必要情報が十分に揃わない場合であっても、情報提供期間が満了した時は、その時点で直ちに取締役

会評価期間（④にて後述いたします。）を設定するものといたします。（ただし、買付者等から、合理的な理由に

基づく延長要請があった場合には、必要に応じて情報提供期間を延長することがあります。）

また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を買付者

等に通知（以下「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、速やかにその旨を開示いたします。

④ 取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、情報提供完了通知を行なった後又は情報提供期間満了後、その翌日を開始日として、大規模買

付等の評価の難易度等に応じて、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間

（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として設定し、開示いたします。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者等か

ら提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買

付者等による大規模買付等の内容の検討等を行なうものといたします。当社取締役会は、これらの検討等を通じ

て、大規模買付等に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時か

つ適切に株主の皆様に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付等に関する条件・方法

について交渉し、更に、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示することもあります。

⑤ 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案

と並行して、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行なうものといたします。

ただし、本プランに規定する手続きが遵守されている場合であっても、当該買付け等が当社の企業価値・株主

共同の利益を著しく損なうものであると判断される場合は、本対応の例外的措置として、対抗措置の発動を勧告

することがあります。

⑥ 取締役会の決議

当社取締役会は、⑤に定める独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、係る勧告を踏まえて当社の企業価

値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに、相当と認められる対抗措置の発動又は不発動の決議

を行なうものといたします。

当社取締役会は、上記の決議を行なった場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを問わ

ず、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示いたします。

⑦ 対抗措置の中止又は発動の停止

当社取締役会が上記⑥の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、(ⅰ)買付者等が大

規模買付等を中止した場合又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、

かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から発動した対抗措置を維持することが相当で

ないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基づき、又は勧告の有無若しくは

勧告の内容にかかわらず、対抗措置の中止又は発動の停止を行なうものといたします。

当社取締役会は、上記決議を行なった場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項につい

て、速やかに情報開示いたします。

⑧大規模買付等の開始

買付者等は、上記①から⑥に規定する手続きを遵守するものとし、当社取締役会において対抗措置の不発動の

決議がなされるまでは大規模買付等を開始することはできないものといたします。

(2) 本プランにおける対抗措置の具体的内容

当社取締役会が上記(1)⑥に記載の決議に基づき発動する対抗措置としては、新株予約権（以下「本新株予約

権」といいます。）の無償割当てを行なうことといたします。
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(3) 本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、平成26年６月開催予定の定時株主総会終結の時までといたします。

ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされ

た場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものといたします。また、当社の株主総

会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはその

時点で廃止されるものといたします。

なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更又はこれら

の解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で独立委員会の承認を得

たうえで、本プランを修正し、又は変更する場合があります。

当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変更内容

その他当社取締役会が適切と認める事項について、速やかに情報開示いたします。

4）本プランの合理性

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しており、かつ、企業価値研究会が平成20年６月30

日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容にも準じております。

(2) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること

本プランは、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか否かを株主

の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様の

ために買付者等と交渉を行なうこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向

上させるという目的をもって継続されたものです。

(3) 株主意思を重視するものであること

当社は、本プランを平成23年６月29日開催の当社第58回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただ

き継続いたしましたが、上記 3）(3)に記載したとおり、その後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止

の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いまして、本プラ

ンの継続及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっております。

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議及

び勧告を客観的に行なう当社取締役会の諮問機関として独立委員会を設置いたします。

独立委員会は、当社の業務執行を行なう経営陣から独立している、当社の社外取締役、社外監査役又は社外の有

識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者等）から選任される委員３名

以上により構成されます。

また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主の皆様に情報開示を行なうこととし、当社の企

業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行なわれる仕組みを確保しております。

(5) 合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、上記 3）(1)に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないよう

に設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

(6) デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

上記 3）(3)に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、

いつでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役

会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社取締役の任期は1年であり、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成を一度に変更す

ることができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。
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(4)研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、４億38百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5)設備の状況

　前連結会計年度末において計画中であった提出会社の技術開発センター（旧生産業務センター）建物の建設に

つきましては、平成24年11月に完了しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 116,000,000

計 116,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 38,277,406 38,277,406
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 38,277,406 38,277,406 ― ―

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

自平成24年10月１日

至平成24年12月31日
― 38,277 ― 3,502 ― 6,409

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式    218,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,690,000             37,690 －

単元未満株式 普通株式    369,406 － －

発行済株式総数  　　　　　38,277,406 － －

総株主の議決権 －              37,690 －

　

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社永谷園

東京都港区西新橋

二丁目36番１号
218,000 － 218,000 0.57

計 － 218,000 － 218,000 0.57

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,208 7,555

受取手形及び売掛金 12,850 12,370

有価証券 100 －

商品及び製品 2,870 2,933

仕掛品 441 406

原材料及び貯蔵品 3,813 3,347

その他 1,081 1,101

貸倒引当金 △4 △6

流動資産合計 28,359 27,708

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 14,468 14,513

減価償却累計額 △9,137 △9,151

建物及び構築物（純額） 5,331 5,362

機械装置及び運搬具 12,140 12,590

減価償却累計額 △9,443 △9,827

機械装置及び運搬具（純額） 2,696 2,763

土地 11,127 11,197

リース資産 1,754 2,068

減価償却累計額 △730 △983

リース資産（純額） 1,024 1,084

建設仮勘定 62 115

その他 1,816 1,767

減価償却累計額 △1,514 △1,444

その他（純額） 302 323

有形固定資産合計 20,544 20,846

無形固定資産

のれん 46 23

その他 117 138

無形固定資産合計 163 161

投資その他の資産

投資有価証券 5,537 5,513

その他 1,815 1,665

貸倒引当金 △95 △98

投資その他の資産合計 7,257 7,080

固定資産合計 27,965 28,088

資産合計 56,325 55,797

EDINET提出書類

株式会社永谷園(E00469)

四半期報告書

11/21



（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,056 7,595

1年内償還予定の社債 － 7,000

短期借入金 3,631 1,898

未払法人税等 1,273 316

賞与引当金 497 194

その他 6,185 6,676

流動負債合計 18,643 23,679

固定負債

社債 7,000 －

長期借入金 2,785 2,410

退職給付引当金 545 652

資産除去債務 51 52

その他 2,517 2,351

固定負債合計 12,900 5,467

負債合計 31,544 29,146

純資産の部

株主資本

資本金 3,502 3,502

資本剰余金 6,509 6,509

利益剰余金 18,215 19,943

自己株式 △182 △182

株主資本合計 28,045 29,773

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △16 107

土地再評価差額金 △3,303 △3,303

その他の包括利益累計額合計 △3,319 △3,195

少数株主持分 55 73

純資産合計 24,781 26,650

負債純資産合計 56,325 55,797
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 51,192 53,075

売上原価 27,526 28,835

売上総利益 23,666 24,240

販売費及び一般管理費

販売促進費 8,477 9,183

賞与引当金繰入額 99 101

その他 10,515 11,128

販売費及び一般管理費合計 19,092 20,413

営業利益 4,573 3,826

営業外収益

受取利息 3 1

受取配当金 114 103

不動産賃貸料 85 92

その他 122 88

営業外収益合計 325 285

営業外費用

支払利息 109 97

その他 135 104

営業外費用合計 244 201

経常利益 4,654 3,910

特別利益

受取保険金 94 －

災害損失引当金戻入額 54 －

特別利益合計 148 －

特別損失

災害による損失 30 －

固定資産除却損 － 85

投資有価証券評価損 408 219

会員権評価損 31 99

社葬費用 31 7

特別損失合計 501 412

税金等調整前四半期純利益 4,301 3,497

法人税等 1,736 1,162

少数株主損益調整前四半期純利益 2,564 2,335

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7 17

四半期純利益 2,556 2,318
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,564 2,335

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2 124

土地再評価差額金 70 －

その他の包括利益合計 72 124

四半期包括利益 2,637 2,459

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,630 2,442

少数株主に係る四半期包括利益 7 17
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,301 3,497

減価償却費 1,172 1,178

のれん償却額 23 23

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 4

賞与引当金の増減額（△は減少） △296 △302

退職給付引当金の増減額（△は減少） 95 106

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △50 －

災害損失引当金の増減額（△は減少） △324 －

受取利息及び受取配当金 △117 △104

支払利息 109 97

受取保険金 △94 －

投資有価証券売却損益（△は益） － 0

投資有価証券評価損益（△は益） 408 219

その他の営業外損益（△は益） 2 △5

その他の償却額 12 17

有形固定資産除売却損益（△は益） 31 81

会員権評価損 31 99

売上債権の増減額（△は増加） △636 479

たな卸資産の増減額（△は増加） △786 436

仕入債務の増減額（△は減少） 723 539

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 583 △50

未払消費税等の増減額（△は減少） 51 137

その他の資産・負債の増減額 △77 △7

小計 5,151 6,448

利息及び配当金の受取額 117 106

利息の支払額 △105 △94

保険金の受取額 273 －

法人税等の支払額 △1,075 △2,123

法人税等の還付額 0 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,361 4,337
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △18 △16

定期預金の払戻による収入 － 30

有形及び無形固定資産の取得による支出 △708 △1,147

有形固定資産の売却による収入 9 5

有価証券の償還による収入 － 100

関係会社貸付けによる支出 △92 －

投資有価証券の取得による支出 △7 △8

投資有価証券の売却による収入 1 4

子会社株式の取得による支出 △92 －

差入保証金の差入による支出 △2 △3

差入保証金の回収による収入 30 8

その他 △11 △5

投資活動によるキャッシュ・フロー △890 △1,033

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,200 △1,700

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △245 △290

長期借入金の返済による支出 △472 △408

自己株式の純増減額（△は増加） △45 △0

配当金の支払額 △519 △543

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,482 △2,943

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,011 360

現金及び現金同等物の期首残高 8,183 7,176

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,171

※
 7,537
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益はそれぞれ16百万円増加しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

現金及び預金勘定 7,221百万円 7,555百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △50 △18

現金及び現金同等物 7,171 7,537

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 １株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
 普通株式 295 7.75平成23年３月31日平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年11月４日

取締役会
 普通株式 295 7.75平成23年９月30日平成23年12月９日 利益剰余金

 　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 １株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

　定時株主総会
 普通株式 294 7.75平成24年３月31日平成24年６月29日 利益剰余金

平成24年11月２日

　　取締役会
 普通株式 294 7.75平成24年９月30日平成24年12月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

　当社グループは、食料品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 67円10銭 60円91銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 2,556 2,318

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,556 2,318

普通株式の期中平均株式数（千株） 38,099 38,058

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　平成24年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1)中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　       294百万円

(2)１株当たりの金額　　　　　　　　　　 　　　         ７円75銭

(3)支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　平成24年12月10日

(注)平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月12日

株式会社永谷園

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 麻生　和孝　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐野　康一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社永谷園の

平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２４年１０月１日

から平成２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社永谷園及び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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